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アジェンダ

当協会での取組みの説明に入る前に、文部科学省で始まった取り組みをご紹介する。

平成29年1月17日 「大学における工学系教育の在り方に関する検討委員会」初会合
（平成29年1月23日 全私学新聞で概要を紹介）

背景

現在、IT人材は91.9万人、17.1万人不足と推計。IT市場が高率で成長した場合、2030年には不足数78.9万人と予測。

教育の在り方の視点

①AI・ビッグデータ・IoT等による産業構造の変化に柔軟に対応する教育内容・方法等

②新たな時代を造り出すアントレプレナーシップ教育、デザイン学補足）など分野創成教育の内容・方法等

論点１ 大学・大学院の教育体制の在り方

①分野横断的な新たな課程に対応した柔軟な学科・専攻体制の構築と他分野融合の推進

②情報科学技術・工学倫理等の共通的な基盤（横串）教育の充実

論点２ 産学連携教育の在り方

①産業界との人事交流の推進、②インターンシップなど産学連携による協働プログラムの構築

③産学共同研究等を通じた博士課程への社会人学生の受け入れの推進、④革新的・創造的な工学教育プロジェクトの推進

座長：ソサエティ5.0ともよばれる超スマート社会では、現実空間とサイバー空間の融合が図られる。従来の工学は現実
空間を扱うことが基本で、サイバー空間を扱う情報工学は工学の下の一分野という位置付けだった。この根本について
も議論したい。

補足）デザイン学とは、企業情報システム、スマートヘルスケア、自動車交通システム、コンテンツ・クリエイティ ブビジネスといった様々な
領域を結びつける取組みのこと。特に全ての領域に関係する IT はデザイン学の必須要素。

１．モデル提案の背景（文部科学省の動き その１）



中央教育審議会 初等中等教育分科会 教育課程部会 教育課程企画特別部会における論点整理について（報告）
平成27年8月26日

平成29年2月15日 日本経済新聞 中央教育審議会教育課程部会臨時委員 天竺茂・千葉大学特任教授（学校経営
学）談

現行の指導要領

教科ごとに何をどのように教えるかにとどまっている。

それぞれの教科を関連付けながら指導することが十分でなかった。

一方で、環境問題や人権問題など、教科の枠を超えて学ぶべき課題は増えている。

算数や数学で学んだことを、社会の地理や歴史のデータを読み解くことに生かすといった力が一層求められる。

子供の資質や能力育成のため指導内容を整理し直し、横断的に学習できる方向性も打ち出した。

学校が組織的、計画的に教育活動を行う「カリキュラム・マネージメント」の概念

様々な知識を活用して深く考える「アクティブ・ラーニング」の手法の提示

学校は教科横断的な視点で指導計画を組み立ててほしい。

教員同士の連携を促し、時間割の編成を柔軟に行える環境を整備することなども新しい学びには欠かせない。

これらが実現すれば、日本の学校教育のあり方が大きく変わる可能性がある。

１．モデル提案の背景（文部科学省の動き その２）

仮想空間と物理空間の融合化によるイノベーションが進行中
エネルギ－、農業、漁業、製造、流通、販売、交通、教育などありとあらゆる領域が激変

デジタルビジネス（by ガートナー）
サービスとモノづくりが融合し、人／モノ／ビジネスなどの関係が 瞬時に変化するビジネス形態へ

このイノベーションを推進する技術思想、技術
CPS（Cyber Physical System）、IoT（Internet of  Things）、ビッグデータ、AI

このイノベーションを推進する新たな人材
IoT人材（組込み技術とデジタルプロダクト等）、データサイエンティスト、AI・ロボット関連野の人材等

こうした人材に求められるスキル
構想力 ⇒ 観察、問題発見、問題分析、実現可能な問題解決策、問題解決の付加価値化など

開発力 ⇒ モデリング、データのクラス化、機能開発（システム開発、ソフト開発など）、人間中心設
計（ユーザビリティなど）、デジタルビジネス（サービスデザインなど）その他

大学教育への導入提案
本分科会が提案してきた分野横断型による課題発見・問題解決を目指すPBL授業を、オープンでか
つ実践的なレベルに高度化し、イノベーション人材育成に寄与できるようにする。

１．モデル提案の背景（技術的イノベーション）



授業モデルの構成者
分野を横断する関係大学、学生、留学生、関係教職員、社会の有識者（企業、地域社会）など

大学への導入
時間割、授業時間帯、取得単位制限、シラバスなど大学間で整合させての導入は困難

そこで ⇒ 大学のカリキュラムの枠外での課外授業の位置づけなどの先進的な取り組みが必要

参加学生の前提
情報リテラシー・情報倫理分科会で策定した問題発見・解決指向のプロセスに関する情報リテラ
シー教育を修得していること。

当分科会で作成した１・２年生向け構想力・問題解決力のプログラムを修得した３年次以降の学生

授業モデルを実施する上での環境
分野横断によるオープンイノベーションを可能にする下記のような環境を構築する。

場所、時間などの制約を越えるためにWebを活用する。

定期／不定期に情報交換し、記録を共有できる会議体をWeb上に設置する。

２．授業モデルの仕組み（１）

参加へ向けたモチベーションとPDCAサイクル
学生 ⇒ 大学で獲得した知識を実際に活用し、起業の可能性

企業 ⇒①イノベーション人材の育成、②新規事業立上げ、③新製品や先行開発のリスクヘッジ

参加者による授業モデルの流れを下記に示す。

２．授業モデルの仕組み（２）



全体のモデルの構造
分野を横断して授業を実施し、改善改良に取り組んでいく構造を以下に示す。

３．産学・地域社会による授業連携の仕組み（１）

どのような課題があるかの例示
1. 高齢化社会の課題

①高齢者の一人暮らしの見守り対策
②高齢者による交通事故の増加防止策

2. 少子化の課題
①経済の沈滞化対策
②文化継承の分断対策

3. 経済沈滞化によって生じる課題
①経済格差の拡大による二極分化の対策
②貧困若年層の増加の対策

4. 複合した社会に生じる課題
①限界集落の社会問題化対策
②安心・安全への不安対策

育成する上での注意点
学生に課題発見とその解決への目的意識をもたせる指導
獲得した知識、考え方、技術を新たな課題解決へ使えるように指導
プロジェクト、参加学生にアドバイスできる改善点、さらなる成長につながる優良点を記録

３．産学・地域社会による授業連携の仕組み（２）



成果物
事業計画書などの文書類

プロトタイプ（事業計画のイメージ強化のための試作物）

学習成果の評価
有識者、関係者 ⇒ 総合的および個人別に実践的な観点からポジティブ側に向ける評価を行う。

社会的評価を得る ⇒ ハッカソンなどの大会開催、学会発表などの実施

ビジネス評価を得る ⇒ 成果のビジネス化を希望する協力企業の登場・参加など

協力企業 ⇒ プロジェクトへの参加企業から、あるいはクラウドファンディングなどでマッチング
⇒ この段階で手を挙げる企業が出てくるならば、出口評価としては十分
⇒ 企業の協力が得られない場合、今後へ向けて原因を分析・検討した資料を作成

起業あるいは新規事業化 ⇒ 産学連携ベンチャーなどとして実ビジネス化へチャレンジ

この成果は本協会のWebサイト等で紹介 ⇒ 多くの学生、大学、企業、団体等に分野横断型授業の
有効性を訴え、新しい学びへの参加を募る。

権利関係に関する留意事項
知財化の合意形成：事前に権利関係の合意文書を作成。学生は卒業するので注意が必要

３．産学・地域社会による授業連携の仕組み（３）

本分科会での構想力の定義と５つの構成要素
対象の現状を把握し、将来のあるべき姿とそこへ到達する道筋を提案できる力

構想力の５つの構成要素
右図に５つの構成要素と
それらの間の関係を示す

本分科会で提案する３つの
教育モデル

①情報通信系教育モデル

②ソフトウェア開発系教育
モデル

③コンテンツ・サービス系
教育モデル

３つの教育モデルに共通
させる授業コンセプト

＜社会が抱える課題解決への
挑戦＞

４．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容

観察力・

発想力

仮説立案・

モデル化力

問題発見・

課題設定力

問題解決・

検証力

見直し・

改善力

参加学生：
学部、学科横断
他大学参加

アドバイザチーム：
学内外教員
実務者など

課題を解決のため
の条件策定
条件の実現

条件実現による問
題解決の検証

他のシステムとの関係

対象の目的、利害関係
者、社会的価値、環境
負荷の仮説立案

対象の論理的な構造
を策定（モデル化）

対象の観察から問題
解決までのプロセスの
見直し

より良いプロセスにす
るための問題発見

問題に対して、様々な
具体的改善策を提案

何処で誰が作り、何処で誰が誰に販売し、
販売後の保守、サービスの仕組み
物理的特徴、ソフト的特徴、機能、使い方
安心、安全、セキュリティ

問題の洗い出しと、問題解決
のための課題の洗い出し

課題を解決したと仮定して再
構築した対象（新モデル）

グループ活動
① 意思疎通力

（質疑・応答力
を含む）

② 取りまとめ力



５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．１ 情報通信系教育モデルの例（プロジェクト全体の連携説明）

販売

利用 保守

設計

試作

流通

製造 調達

設計・開発以上に、ビジネス全体を対象に分野横断型に対応できるようになる学びが必要
分野横断型では、様々な人と多様な考え方を交換し、組合せ、協働できるコミュニケーション力が必要

情報
社会心理
環境・法律

情報
電気・機械

情報
電気・機械

情報
法律・経営

情報
経済・経営

情報
経済・経営

どう考えて進めるか

実際に事業を行うことを前
提に事業計画を策定し、プ
ロジェクトを進める。

ここで重要なことは、様々
な専門分野の学生が参加
できるプロセスにしていくこ
とである。

５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．１ 情報通信系教育モデルの例（ドローンキャディシステムのコンセプト）

①高齢化社会を迎えて、高齢者によるレジャー人口が増加することを想定
②キャディが少なくなることを想定
③健康を兼ねたレジャーとして、安心・安全にゴルフを楽しむことを目標
④そこで、キャディーを代行するIoTを応用したシステム実現のPBLを立ち上げる＊。

ドローン３機で
プレーヤの上・前・横
から動画を撮影

遠隔監視キャディ
〇AI と連携して一人で各チームの状況を監視
〇プレーヤの要求に対応
〇AI の訓練データの収集

＊ ドローンキャディはスキルマネージメント協会および組込みシステム技術協会共同プロジェクトで検討中のものをベースにしている

AI



デジタルサービス
提供・協力側

デジタルサービス（利用側の問題解決）

デジタルサービス
利用側

AIによる健康管理（危険な状態の防止、運営者への通知）
ゴルフバッグの置き忘れ・盗難防止
AIによるショット時のクラブ選択・打ち方アドバイス
ドローンによる動画撮影、打数、飛距離の記録
コールセンターのキャディへの各種通知

ＧＯＬＦナビ運営者
ドローン事業者
カート事業者
システム開発者
キャディ
医療関係者
AI開発者（訓練データ
開発等）

分析／加工（サービスに使えるようにAIを活用）

プレーヤー
〇健康管理
〇ショットのVTR撮影
〇バッグの置き忘れ
〇風向き、風力
〇飲み物注文

キャディ
〇安全確保
〇AIと連携した見守り
〇注文等への対応
〇新たな状況の収集

健康状態の把握
現在位置・歩行距離の把握
経過時間の把握

データ／情報の取得方法

身体情報：センサー（血圧、心拍、体温、脈拍など）
動作情報：画像（動画撮影、静止画撮影）
位置情報：ＧＰＳ（カート、ドローン,バッグの各位置）
環境情報：センサー（温湿度、風速風向など）
利用情報：センサー（カート駆動、飲み物）

利用したい情報

身体、動作、位置、環境、利用に関する各情報

サービスの構成要素

ヒト、キャディ、カート、ドローン、ゴルフバッグ

５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．１ 情報通信系教育モデルの例（ドローンキャディシステムのソリューションの提案）

下記の表は、IoTキャンバス＊をベースにして、専門性の異なる学生のプロジェクで使えるようにアレンジしたものである。

＊ IoTキャンバスはビジネスイノベーションハブ社考案

作成に寄与する専門分野
工学（電気系、機械系）
情報
健康
社会科学
スポーツ
介護
経済
経営
法律

分野横断型の学生グルー
プをまとめて、かつ彼らの
パフォーマンスを引き出し、
成長させるには、プロジェ
クトマネージメントに長け
た企業人材の協力が重要

５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．２ ソフトウェア開発系教育モデルの例（プロジェクト全体の連携説明）

●設計・開発以上に、ビジネス全体を対象に分野横断型に対応できるようになる学びが必要

●分野横断型では、様々な人と多様な考え方を交換し、組合せ、協働できるコミュニケーション力が必要

検証

運用・保守 AI開発

設計

AI設計試作

調達・製造

情報・法律・
環境・社会心理

電気・機械

情報・機械・
電気・電子

情報
経済・経営

どう考えて進めるか

実際に事業を行う
ことを前提に事業
計画を策定し、プロ
ジェクトを進める。

ここで重要なことは、
様々な専門分野の
学生が参加できる
プロセスにしていく
ことである。

情報

制御回路設計

機械設計

クラウド設計

情報・電子・電気

情報・心理
情報・法律・

環境・社会心理・
機械・電気・電子

プロジェクト



５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．２ ソフトウェア開発系教育モデルの例（自動走行型車椅子のコンセプト）

①高齢化社会を迎えて、安全・安心の確保が重要になることを想定
②少子高齢化により，高齢者の生活を支えるヘルパーさんが不足することを想定
③運転免許証を返上した高齢者の外出機会を増加させたい
④そこで、安全・安心な移動手段システム実現のPBLを立ち上げる

AI

自動走行型車椅子 ・高齢者と対話し，対話に合わせて動作するAI機能を開発
・高齢者の状況をコールセンターに通知するAI機能を開発
・カメラ映像を画像解析し，アラーム・危険回避・停止させる
・路面の段差，斜面による異常を
・障害時に安全に停止する（フェイルセーフ）機能を開発

どこに行きますか？

◯◯を買いたいな

それでは△△に行き
ます

！！後ろから自転車接近中！！

・対話型AI
・カメラによる前後左右の監視
・モーター制御
・自動停止

５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．２ ソフトウェア開発系教育モデルの例（自動走行型車椅子の提案）

デジタルサービス
提供・協力側

デジタルサービス（利用側の問題解決）

デジタルサービス
利用側

音声対話による行き先設定
行き先への自動走行
画像解析による危険回避
接近する危険に対してアラーム
健康状態のチェック

車椅子事業者
システム開発者
ITS事業者
医療関係者
AI開発者（訓練
データ開発等）
流通業者

分析／加工（サービスに使えるようにAIを活用）

〇行き先の設定
〇自動走行
〇健康管理

周囲の物体や状況把握
安全度合いの把握
店舗情報の提供

データ／情報の取得方法

空間情報：カメラ（画像情報など）
身体情報：センサー（血圧、心拍、体温、脈拍など）
位置情報：ＧＰＳ
環境情報：センサー（温湿度、風速風向など）
利用情報：センサー（カート駆動、飲み物）

求められる技術

情報の収集：エッジ/クラウドの構成設計
情報の伝達：物理層(LTE, WiFi, Bluetooth)，フォー
マット(JSON, XML), API
情報の処理：最適なAIサービスの設計
情報の提供：対話システムの構成

作成に寄与する専門分野
工学（電気系、機械系）
情報
健康
社会科学
スポーツ
介護
経済
経営
法律

分野横断型の学生グルー
プをまとめて、かつ彼らの
パフォーマンスを引き出し、
成長させるには、プロジェ
クトマネージメントに長け
た企業人材の協力が重要

５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．３ コンテンツ・サービス系教育モデルの例（コンテンツ制作と分野横断の融合）



５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．３ コンテンツ・サービス系教育モデルの例（価値創造としてのコンテンツ制作）

５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．３ コンテンツ・サービス系教育モデルの例（社会が抱える課題の例示）



５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．３ コンテンツ・サービス系教育モデルの例（モバイルコンテンツ制作 第１案）

５．構想力・問題解決力を目指した分野横断型PBL授業モデルの内容例
５．３ コンテンツ・サービス系教育モデルの例（モバイルコンテンツ制作 第２案）



１．少子高齢化、人口減少、革新的な技術の登場を背景として、今後の大学教育と初等
中等教育に対する文部科学省の新たな取組みを紹介

２．こうした文部科学省の取組みとは別に、当協会で取り組んできた構想力・問題解決力
を目指す分野横断型PBL授業モデルについて、３つの分野を紹介

●情報通信系教育モデルの例
●ソフトウェア開発系教育モデルの例

●コンテンツ・サービス系教育モデルの例

私情協としては、日本のIT人材教育の課題を指摘し、いち早く IT人材育成に関するオー
プンイノベーションによる具体的な取組みを提案し、産学連携によるモデル的な取組みも
実施してきた。今回提案している分野横断型PBL授業の実施に取り組みたいという大学
からのご相談があれば、可能な範囲で協力態勢をとる所存である。

おわりに


